
事業番号 - - - -

（ ）

その他 0 0

計 3,035 0

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

独立行政法人日本スポーツ
振興センター一般勘定運営費
交付金

3,035

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

06035621

政策課 政策課長　大西 啓介

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

財務諸表のとおり

セグメント名 スポーツ施設運営事業 担当部局庁 スポーツ庁 作成責任者

事業開始年度 平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 日本スポーツ振興センター

2022 文科

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第４６条
独立行政法人日本スポーツ振興センター法第１５条

関係する計画、
通知等

スポーツ立国戦略（平成22年8月26日策定）
第２期スポーツ基本計画（平成29年3月24日策定）
第３期スポーツ基本計画（令和4年3月25日策定）

主要政策・施策 - 主要経費 文教及び科学振興

その他 915 708 882

補助金等 -執
行
額

運営費交付金

　計 2,032 2,510 3,983予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,117 1,802 3,101

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

独立行政法人日本スポーツ振興センター法第３条の目的を達成するため、センターが設置するスポーツ施設及び附属施設を運営し、並びにこれらの施設を利用してス
ポーツの振興のため必要な業務を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

保有するスポーツ施設の活用により、国民がスポーツに参画する機会をより多く提供できるよう、長年蓄積してきたノウハウや経験を活用した効率的な管理運営を行うと
ともに、施設利用者に応じた調査を行うことにより、施設利用者のニーズを的確に捉えた、安心感や満足度の高いサービスを提供する。

実施方法 交付

- -

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 1,249 2,490 2,344 3,035

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 55.0% 71.8% 77.9%

執行額 4,417 3,256 2,510

経
常
費
用

予算額 2,550 3,272 3,185 4,695

執行率 173% 100%

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

79%



51

-

129

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人日本スポーツ振興センターの令和3年度における業務の実績に関する評価

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 年度

施設利用者に対する満足度
調査で、80％以上からプラス
の評価を得る。
対象施設：テニス場（秩父宮ラ
グビー場敷地内）、国立代々
木競技場（室内水泳場、フット
サルコート）

※令和元年度の室内水泳場
は営業休止中であったため対
象外

アンケート調査（①運営業務
②清掃に係る満足度③設備・
器具）の「満足」「やや満足」な
どプラスの評価の割合。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標
4年度

活動見込
5年度

活動見込

国立競技場　稼働日数
※令和元年11月30日竣工
※東京2020大会のため、令和
2年1月6日～令和4年3月31日
は組織委員会により非独占的
又は独占的に使用されてい
た。

年間稼働日数

-

-

単位当たり
コスト

算出根拠

スポーツ施設運営事業の事業費
／運営するスポーツ施設数

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

代々木第二体育館　稼働日
数
※耐震改修等工事を実施の
ため、平成30年8月1日から令
和2年9月30日まで営業休止
※東京2020大会のため、令和
3年4月1日～11月18日は営業
休止

年間稼働日数

活動実績 日 0 53 68 -

4年度
活動見込

5年度
活動見込

-

115

80 80 80 80

達成度 ％ 117 117 117

代々木第一体育館　稼働日
数
※耐震改修等工事を実施の
ため、平成29年7月3日から令
和元年9月30日まで営業休止
※東京2020大会の延期のた
め、令和2年4月1日～6月30
日は営業休止
※東京2020大会のため、令和
3年4月1日～11月18日は営業
休止

年間稼働日数

令和3年度

当初見込み

目標値

令和3年度

％ 93.9

活動実績 日 24 40 39

当初見込み 日 - - -

単位 令和元年度 令和2年度

活動目標 活動指標

秩父宮ラグビー場　稼働日数 年間稼働日数

令和2年度 令和3年度

4年度活動見込

-

4年度
活動見込

5年度
活動見込

-

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

日 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

日本スポーツ振興センターが、保有するスポーツ施設において、スポーツを「する」「みる」「ささえる」場を提供し、スポーツの振興を図る。

当初見込み 日 - -

-

4年度
活動見込

5年度
活動見込

-

-

-

令和3年度

活動実績 日 163 36

当初見込み 日 -

89

単位当たり
コスト 百万円 372 503 696 -

計算式
　百万円/
施設数

単位 令和元年度

活動実績 日

1,488/4 2,012/4 2,785/4 -

％

93.5 93.4成果実績

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度



- 0

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

設置するスポーツ施設は、高い稼働率を維持しており、テニス
場(秩父宮ラグビー場敷地内) などの施設利用者の満足度も高
い状態である。また、トップアスリートに対し、ハイパフォーマン
ススポーツセンターの施設・設備を活用した効果的な支援及び
高度なトレーニング環境を提供しており、国民や社会のニーズ
は高いと認められる。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい
て」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づく取組を着実に
実施することにより、経費の抑制を図ることとしている。

独立行政法人通則法において、国民生活及び社会経済の安
定等の公共上の見知から確実に実施されることが必要な事務
及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要
のないもののうち、民間の主体に委ねた場合には必ずしも実
施されないおそれがあるものを効果的かつ効率的に行わせる
ため、独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づき実
施するものである。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○

独立行政法人日本スポーツ振興センター法において、「スポー
ツ振興及び児童生徒等の健康の保持増進を図るため、その設
置するスポーツ施設の適切かつ効率的な運営、スポーツの振
興のために必要な援助、学校管理下における児童生徒等の災
害に関する必要な給付その他スポーツ及び児童生徒等の健
康の保持増進に関する調査研究並びに資料の収集及び提供
等を行い、もって国民の心身の健全な発達に寄与すること」を
目的とする事業を行っており、政策目的の達成のため必要な
事業である。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
支出先の選定に当たっては、独立行政法人日本スポーツ振興
センター会計規則に基づき、一般競争入札を実施するなど、競
争性や透明性の確保が図られている。しかしながら、いくつか
の業務委託等で一者応札・応募となった契約があったが、これ
らについては、センターが定める調達等合理化計画に基づき、
外部有識者などで構成される契約監視委員会などを活用し
て、改善に取り組んでいる。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

スポーツの振興を図る上で、安全で高水準な施設を提供する
ことが重要であり、施設利用者からは高い満足度を得られてい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○
中期計画に基づき、業務運営の効率化に取り組んでおり、特
に施設管理業務については、業務効率化WG報告書に基づく
効率化策を着実に実施している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

大規模スポーツ施設の運営に必要な人件費、保守管理費の
他、低コストかつ高品質のサービスが提供が可能な業務につ
いては外部委託を推進していること等、事業目的に必要なもの
に限定されている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
本事業は、独法が国から指示された中期目標の達成に向けて
策定した中期計画を実施するために、独法に対し交付するも
のであり、負担関係は妥当である。

○
中期計画に基づき、業務運営の効率化に取り組んでおり、特
に施設管理業務については、業務効率化WG報告書に基づく
効率化策を着実に実施している。

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

本事業は、今後限られた予算の範囲内で、いかに効果的にスポーツの振興及び児童生徒等の健康の保持増進を図るかが課題となっており、より成果
の創出が図られるよう、運営体制も含め検討・改善をしていくことが必要である。なお、毎年、中期目標・中期計画に基づく定量的目標の達成に向けて効
果的・効率的に事業を実施しているところである。
契約においては、競争参加条件の見直しを図るなど、引き続き契約の競争性、公平性、透明性の確保を推進する必要がある。

改善の
方向性

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5月25日総務大臣決定）により策定する「調達等合理化計画」に基づき、一者
応札・応募の改善、競争性の拡大に取り組むとともに、不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組を着実に実施する。また、外部有識者と監事
で構成する「契約監視委員会」において契約状況を定期的に点検し、契約の競争性、公平性、透明性を確保する。なお、日本スポーツ振興センターの事
業全般については、「運営点検会議」による点検を受け、改善の方向性を検討することとしている。

センターが設置する大規模スポーツ施設は、スポーツの利用
を確保しつつ、支障のない範囲で一般利用を積極的に促進し
ている他、ハイパフォーマンススポーツセンターにおいては、我
が国の国際競技力の向上を図るため、トップアスリートに対し、
高度なトレーニング環境の提供を行っている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 -
新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントの開催数の減
少、催物の開催制限により、稼働日数が大幅に減少している
ため、例年の稼働日数と一概に比較できない。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

B.大成有楽不動産株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

保守等業務委
託費

国立競技場管理・運営業務委託　　等 743

計 743 計 0

スポーツ庁

独立行政法人日本スポーツ振興センター

【Ｂ】

スポーツ施設運営事業

民間企業等

389件

3,117百万円

国際的、全国的なスポーツ大会に施設を提供する

ほか、スポーツ施設を活用したスポーツ振興等を

行う。

【運営費交付金交付】

【一般競争契約（総合評価）等】



支出先上位１０者リスト

B.スポーツ施設運営事業

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
国立競技場管理・運営業務委
託

738
一般競争契約
（総合評価）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

3
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
トイレ呼出ボタン誤操作防止
カバーの購入

0.8
随意契約
（少額）

- -

-

2
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087 ガス圧縮機安全弁の購入 1
随意契約
（少額）

- -

-

6
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087 リボンボードI/O基板の購入 0.3
随意契約
（少額）

- -

- -

5
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087 非常用発電機の燃料の購入 0.6
随意契約
（少額）

-

4
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087 B2F,1Fの補助鍵の取り付け 0.7
随意契約
（少額）

- -

9
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
音響設備パワーアンプ不具合
対応

0.3
随意契約
（少額）

-

8
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
大型映像装置室　窒素消火
設備復旧作業

0.3
随意契約
（少額）

7
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
音響設備パワーアンプ不具合
対応(2台)

0.3
随意契約
（少額）

- -

11
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
音響設備パワーアンプ修理(2
台)

0.2
随意契約
（少額）

- -

-

10
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
ハクビシン捕獲器の購入およ
び点検の発注

0.2
随意契約
（少額）

- -

-

14
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
秩父宮ラグビー場クラブハウ
ス漏水調査

0.1
随意契約
（少額）

- -

- -

13
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087 音響設備パワーアンプ修理 0.1
随意契約
（少額）

-

12
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
青山デッキテラス植込灌水
ホース改修

0.2
随意契約
（少額）

- -

17 大成建設株式会社 4011101011880
日本スポーツ振興センター国
立競技場テレビ中継用端子
盤新設工事

516
一般競争契約
（総合評価）

1

16
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
秩父宮ラグビー場クラブハウ
ス外壁シーリング補修作業

0
随意契約
（少額）

15
大成有楽不動産株式
会社

7010001049087
3Ｆバルコニー扉シリンダー錠
の購入

0
随意契約
（少額）

- -

19 大成建設株式会社 4011101011880
国立競技場スプリンクラー
ヘッド・泡ヘッド交換作業

1
随意契約
（少額）

- -

93.5％

18 大成建設株式会社 4011101011880
国立競技場大型映像装置送
出機器等移設工事

2
随意契約
（少額）

- -

-

22
広友サービス株式会
社

3010401009875
国立競技場 什器・備品の調
達（ホスピタリティ家具・什器・
備品等）

81
一般競争契約
（最低価格）

- -

- -

21 株式会社協栄 2010001041271
国立代々木競技場管理・運営
業務委託

219
一般競争契約
（総合評価）

-

20 大成建設株式会社 4011101011880
国立競技場外構記念作品設
置に伴う行政協議事前調査
業務

0.9
随意契約
（少額）

- -

25
広友サービス株式会
社

3010401009875 スチールラックの購入 2
随意契約
（少額）

-

24
広友サービス株式会
社

3010401009875
防災備蓄品（アルミブランケッ
ト及び簡易トイレセット）の購
入

11
一般競争契約
（最低価格）

23
広友サービス株式会
社

3010401009875
防災備蓄品（保存食料及び保
存飲料水）の購入

37
一般競争契約
（最低価格）

- -

27
広友サービス株式会
社

3010401009875
秩父宮ラグビー場で使用する
消耗品（ゼミテーブル）の購入

1
随意契約
（少額）

- -

-

26
広友サービス株式会
社

3010401009875
青山門ロールスクリーンの購
入

2
随意契約
（少額）

- -

-

30
広友サービス株式会
社

3010401009875 A型看板の購入 0.9
随意契約
（少額）

- -

- -

29
広友サービス株式会
社

3010401009875
秩父宮ラグビー場・テニス場
で使用する消耗品(台車等）の
購入

1
随意契約
（少額）

-

28
広友サービス株式会
社

3010401009875
秩父宮ラグビー場で使用する
椅子・椅子台車の購入

1
随意契約
（少額）

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

※同種の他の契約予定価格を類推される恐れがあるため、落札率を一部非公表としている。


